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100 年に一度の金融危機といわれるなか、
『週刊東洋経済』2008 年 11 月 8 日号は、
そのレポートを行っている。『エコノミス
ト』2008 年 12 月 16 日号、野口悠紀雄「日
本経済は未曾有の試練に直面している」は、
日本の経済危機はアメリカ発ではなく、日
本独自の深刻な問題があるという。それは
「自動車をはじめとする輸出産業中心の産
業構造が維持不可能になった」ということ
であるという。トヨタをはじめとする日本
車が優秀であったとしても、アメリカの住
宅バブルが、アメリカでの日本車の売り上
げを下支えしてきた。金融危機は、日本の
輸出産業を支えてきた環境を大きく変えた。
さらに邦銀への本格的な影響はこれから続
くと指摘する。日本経済の危機はかつてな
い重大なものであると指摘している。 
『都市問題』99 巻 11 号の吉野直行「郵
便貯金の将来と財政投融資」は、郵便貯金
を取り巻く状況が厳しくなってきているこ
とを指摘している。2007 年に財務省への預
託の残高がゼロになったが、銀行預金が趨
勢として増加しているのに対して、郵便貯
金は1999年の259.7兆円をピークに残高が
低下し、2007 年度には 180.8 兆円となって
いる。その背景には、郵便貯金の安全性が
民間金融機関と変わらなくなっている、投
資信託に郵便貯金からシフトしているなど
の理由を挙げている。さらに、郵便、貯金、
保険の 3 つを兼営することによる費用効率
性という意味での範囲の経済性が発揮しに
くくなっていることも経営環境の悪化に大
きく影響している。吉野氏は雲瓶貯金の運
用は、今後は全国ネット網の強みを生かし
て民間金融商品の窓口販売を志向すべきで
はないかと述べている。 
神川和久「シャウプ勧告再考」『税大ジャ
ーナル』9 号、2008 年 10 月号は、シャウ
プ勧告の思想や基本理念を現代的視点から
再考し、制度設計上の特徴や限界を検証し、
わが国がめざすべき抜本的税制改革の方向
性について考察したものである。「シャウプ
勧告の基本理念は、課税の公平を真摯に追
求し、税の持つ富の再分配効果を最大限に
発揮させることであった」である反面で、
「シャウプ勧告の提案する制度は、我が国
の行政機構が未熟であったこともあるが、
経済環境の激変により次々と変容を遂げる
こととなる」と述べている。また現代にお
ける抜本的税制改革においても、「税制論議
が経済政策に偏重することは望ましくな
い」という立場を明らかにしている。そこ
では富の再分配にあたって税制を一体的に
考え、公平な課税を実現する方向が望まし
いと述べている。 
神野直彦「人間福祉の財政学的アプロー
チ」『人間福祉研究』(関西学院大学人間福
祉学部)、1 巻 1 号は、同学部が掲げる人間
福祉の理念の具体化に向けての方向性を明
らかにしたものである。資本の自由化が進
んだ現代経済においては、資本統制を国民
国家が完全に行うことはできないので、所
得再分配は現金給付だけではなく現物給付
を通じて行う必要がある。現物給付は地域
社会で営まれている生活にあわせて給付す
る必要から、地方政府が相互作用のように
提供される必要があると述べる。現物給付
が提供されていないと、格差が拡大して社
会秩序が乱れて経済発展も行き詰まると指
摘している。 
        
  
